
第 1 )t-r政から第 21狩放へ，工場貯蔵から第 2 貯蔵へという配給

ノレートを巡るのであるが，この聞の回給手続に裂する日数は現

品の紛送に併行して帳簿 ・ 保転PZ ・{呆転伝E高等の書類上の手続

が要求されるために，その遅速が適切な保有数量の問題を復雑

にしている。

(2) 一般の生産企業こ とに商品生産企業で中主，仕入れ資材の

備機を低廉にして商品の販売価絡との差の最大を求めて利潤の

増大をはかる。買いだめ・買い主主えを行うことはむしろ常識的

な操作であるが，鉄道の経営の木質からすればコソスタントの

輸送力を常時維持する必要があるために， 所主E資材がたまたま

割高であるからといって，購入手配時期を延ばすということは，

不当であるし，また物価の低落を利用して資材を大量に買いつ

けて製品のコストを下げて，これを物価の値上りをま っ て売り

出すという一般企業の操作は鉄道事業にと っては行い得ないわ

けである。あくまで所姿時期に聞に合わせるために必要にして

充分な最少限度の保有を原WI とする。購入契約締結を冊目絡の F

落をまって，または高踏しない内に急速に行うという操作は，

多少の慨をもって実行することは可能ではあるが，その契約の

納入時期選択の怖はきわめて限られている。

(3) つぎに鉄道事故は鉄道利用者の生命財産に重大な形響を

もたらすために，事故の原因に重大な関係のある資材の購入配

給にあたっては，低廉な価絡だけを望んで良品質の確保を犠牲

にすることは許されない。このために国鉄では次のような措置

がとられている。

ア 購入契約の際の相手方の選択については日本固有鉄道法

第 49 条但し書きにより公開競争入札の例外が設けられ L緊急

な必要のある場合，一般競争入札の方法に準じてすることが不

利である場合または政令に定める場合1 には，一般競争入札に

よらないことができることにな っ ており， 日本国有鉄道法施行

令第 25 条に，列車または船舶の運行の安全をはかるため，その

他のために特殊のまたは高度の技術経験を要するものの確保に

ついては，公開競争入札によらないで差っかえない旨が具体的

に規定されている。

イ 納品の品質を保証するための慎重な手続としては，第 1

に製作監督がある。東京・大阪および八幡に総裁直属の製作~~

督事務所が設置されており L物品の購入契約によ っ て製作を蛇

督する場合，製作段督員は，その物品の品質 ・ 構造・形状 ・ 製

作過程等について，製作監督および検査を行う 1 (鉄道物品事務

規程第四条)ことになっている。第 2 に用品試験がある。関東

地方資材部には中央用品試験所を，その他の 8 地方資材部には

用品試験所を設けており，納品の物理店jおよび化学的試験を行

っておる。第 3 に検査がある。 Li蒋入契約によって物品を持ち

込まれたときは，検査員は ・・ ・検査手続をしなければならな

い1 (向上規程第四条) 。

ウ 新しい規務の資材を採用するか否かを審査する後関とし

て，使間物品規絡調整委員会(日本固有鉄道使用物品規格調整

委員会規程)を中央と地方とに設けている。

(4) 購入について 鉄道資材の購入は多微な用途に使用され

る広範な品目を， 大量に調達するという 特色をもっ。 L良品を

自主<lというこ占が購入事務のモットーであることはいうまで

もないが，鉄道資材の特色にJぶずるためには一律な購入方式で

は不十分であることはもちろんである。購入上の方式には，公

開競争入札・指名蹟争入札および随意契約の 3 つあるが，その

何れがすぐれているかは一概には断定できない。すなわち高度

の品質の吟味を要する物品一運転保安に重大な関係をもっ物品

ーと否と ， 多額大量に購入すると否と ， によって上記契約方式の

てつどうしざ

何れを適用することが適当かの問題が生ずる。しかしながら鉄

道資材は一般に大量に購入することを要求される場合が多いた

めに，購入契約事務を機械的に遂行できる方式が原則として採

用されることが望ましい。国鉄は日本国有鉄道法第 49 条によ

り L公告して一般競争入札の方法に準じ1 た入札方法を原則と

して係周し，例外的に指名競争または随意の契約方式が許され

ている。公開競争入札の原則の係府は， 占領軍の勧告によって

当時の経済情勢下で，国鉄が公共企業体として発足したのとほ

とんど1時を同じくしたのであるが，当時は輸送力復旧の緊急の

必要にもとづいて，資材の要求は品質よりも数量に重きが置か

れたこと，および一般産業経済も安定せず，製品の品質の優劣

がメーカー別にいまだ画然と区別できなかったことから， この

公開競争入札方式を原則とすることが妥当であった。然るに最

近では国鉄の輸送力も能率の向上もいちじる し く ，また経済の

安定と共にメーカー別の製品の品質の優劣が判然、と区別できる

状態にな っ たことから， (聞絡の低廉を中心として競争をするこ

とに傾き易い公開競争入札の方式をとることを，不適当とする

品目が紘大しつつある。この品目については技術的に優良な，

営業的に誠実な納入業者群を確保しておく必要が高まっている。

国鉄の資材管浬という観点から資材の購入事務について見る

と，っき.の 3 点が問題の中心である。第 1 は納期でその選択は

納入者ーから見れば納入までのJt!1聞の問題であり，資材の運用の

面からすれば使用までの貯蔵期間の問題である。契約締結時期

から納期jまでがあまり切迫していることは，価絡を不当につり

上げられたり，品質の保証が失われる等のおそれがあり，した

がって納入までの適当な日数を設けるこ とが望ましい。納期に

ついては契約上分割納期 ・ 納入指定等の措置があって契約数量

が大量に一挙に納入されるのを調節することにしており，大量

一括購入に伴う貯i波数量の1拍加の欠点を救ってはいるが，物価

変動を考慮すると大量:一括購入には限界がある。第 2 は納地で，

全国各地に分散納入させるか，中央用品庫的性絡の箇所(東京 ・

大阪所1Eの用品ßlî) に集中納入をさせるかは， その後の物品の

運用にいちじるしい彬響をおよぼす。集中納入を行わせるとそ

の後使用各地へ保管転換さするまでの手続に，国鉄自らの手を

わずらわすことになるので，所要期が切迫した品目および使用

現場が限定されている品目について，使用現場納入が行われる

ことがある。これに反して分散納入は集中納入にくらべて運用

の効果が減殺される。第 3 に品質で，契約の方式 ・ 製作監督・

用品試験・検収等の定めによ って良品質の確保がはかられてい

ることはさきに述べたが，この他に不良納入者に対しては契約

相手方からの一時的・氷久的却|除，契約保証金の没収，延滞償

金の徴収，カシ担保の責任追及等良品質確保の方法が講じられ

ている。

5 資材管1mの組織 資材管理の体系を僚の広がりと縦の広

がりとに大きく分類する。

(1) 横の広がりとは資材管理の体系を組織上の上下関係とし

てではなく，織の関係として見た場合である。この関係におい

ては資材管理の方式には 2 つの形が考えられる。その第 1 は資

材を用途月11 ・ 使用部門別または品種別に分けて，この分類ごと

にそれぞれ準備 ・ 購買 ・ 検査および運用を l つの担当部門にお

いて行う方法である。たとえば鋼材類についての準備 ・ 購買・

運用等の事務を 1 つの諌において行う如きで，その第 2 は準備・

隣買 ・ 検査および運用等の業務をそれぞれ別個の担当部門にお

いて行う方法である。 たとえば鋼材について準備事務は準備課

において，購買事務は購買課において行う如きであるの第一1 の

方法は資材の品目毎の準備・購買 ・ 運用等の事務が向ーの意思




